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◉国産Ｔシャツメーカーは絶滅寸前？
私たちの久米繊維工業は 1935 年に創業し、日本で最初にＴシャツをつくったメーカ

ーだ。久米繊維のある墨田区は大田区と並んで町工場が多いが、そうした町工場が今、

次々と姿を消しつつある。まさに土砂降りのように安い海外製品が入ってきているため

で、全国の繊維産地も同じような状況だ。日本中どこに行ってもバイパス沿いに同じチ

ェーン店が並んでいる。地元の百貨店さんや用品店さんなど、私たちの昔からのお客さ

んもずいぶん倒産してしまった。

日本はすばらしい紡績技術を持っているのだが、私たちの川上にあたる素材をつくる

方が廃業しつつあるのが一番困る。葛飾区にはたくさん染色工場があったのだが、今は

一つも残っていない。糸をつくってくれる人がいなくなった時点で、私たちはもう廃業

しなくてはいけないという状況にある。

かつて証券会社に勤めていた私は、バブルの崩壊後に父の会社に戻ってきた。本格的

に私が経営者になったのは５年前。これから第二創業をしようと日々チャレンジしてい

るところだ。

生き残るために何かしなくてはと 1996 年からネット通販を始めた。しかし既存の商

品をただ並べればいいわけではない。同じものなら一番安いところで買うのがネット通

販だからだ。脱下請けをしてオンリーワンにならなければと思った。

多分これからは、どんな商品にも無線タグのようなものが付いて、その商品に携帯な

どを近づけるとつくり手の情報が分かるようになると思う。たった 1 枚のＴシャツでも、

多くの人が苦労して、いろいろな思いを込めてできていることが分かると、大切に着る

ようになるだろう。

つまり、中小企業や個人にさえブランディングが求められる時代になる。そのとき大

切なのは限定性だ。コンビニに行けば誰でも買えるものにはありがたみがない。どんな

商品にもストーリーが語られる必要があるのだ。

そうはいっても、やはり中小企業が 1 社でブランディングするのは難しい。従業員は

少なく、知名度も資金も限られている。そこでコラボレーションが重要になってくる。

【 講師プロフィール 】

久米信行
（くめ のぶゆき）
久米繊維工業株式会社 代
表取締役
イマジニアで株式ゲーム、
日興証券で相続診断システ
ムを開発後、家業の三代目
となる。日経インターネッ
トアワード、IT 経営百選
最優秀賞、東商勇気ある経
営大賞特別賞受賞。現在第
二創業に邁進、環境に配慮
した日本でこそ創りえる久
米繊維謹製Ｔシャツを世に
問う。明治大学商学部講師。
NPO 法 人 CANPAN セ ン
ター理事、（社）墨田区観
光協会理事、東京商工会議
所観光委員。著書に『すぐ
やる ! 技術』『認められる !
技術』『ブログ道』など。

2010.07.22（木）開講第10回 下町発！中小企業× NPO ×自治体の協業で地域再生
――TOKYO DOWNTOWN COOL：100 人動画プロジェクト
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そのために私たちが取り組んでいる７つの挑戦についてお話ししたい。「温故知新」

の高品質回帰、地球にやさしい素材と電力、心温まるアートイベントの開催、NGO/

NPO との協働、日本の心を表現するクリエーターとの共創、ICT の徹底活用、地域企

業のコラボレーションによる世界向けの発信の 7 つだ。この中からいくつか具体的に紹

介しよう。

◉１万円のＴシャツが売れるワケ
まず、古きをたずねて新しきを知る「温故知新」のブランディングだ。第二創業期に

あたり、日本で最初にＴシャツをつくったメーカーだからこそできる、究極のＴシャツ

をつくろうと考えた。

そんなときある通販会社から、本物がわかるシニアのお客さん向けに「1 枚 1 万円の

Ｔシャツをつくりましょう」という声がかかった。価格破壊がとっくに進んでいるとき

なので、「1 万円もするＴシャツが売れるだろうか」と思っていたのだが、取りかかっ

てみると職人も燃えてきて、素材メーカーも、この十何年間使っていなかったという特

別な糸を持ってきて、とうとう 1 枚 1 万円もする無地のＴシャツができあがった。

おかげさまでこの商品はコンスタントに売れている。途中からこだわりすぎて 1 万

1,000 円に値上げしたにもかかわらずだ。いいものをつくっていると、いいお客さんが

付くことが分かった。いいものをつくって長く使ってもらうとか、品質のわかる人にだ

け買ってもらうという考え方も、これからのビジネスには必要だと思う。

◉和綿復活プロジェクト
次の挑戦は、なるべく地球にやさしい素材と電力で商品をつくるという点だ。綿製品

が世界で一番農薬を使っていることを知っているだろうか。私も初めて知ったときはシ

ョックを受けた。日本に綿花畑がなくなったために、気がつかなかっただけだったのだ。

農薬を使わず、地球にやさしい素材を使おうと思っても、その分あまり値が張ると買

ってもらえないかもしれない。食べ物と違ってＴシャツの場合、残留農薬は製造工程で

ほぼなくなってしまうため、オーガニックであることが自分の利益と感じにくい点も難

しい。

そこで、アートの力を借りてオーガニック・コットンを広めようと思いついた。世界

のアーティストに呼びかけると、デザインを提供してくれる人が何人も現れて活動に弾

みがついた。環境問題にしてもほかの社会問題にしても、アーティストの方はすごく反

応が早くて賛同者になってくれることが多い。

次にグリーン電力だ。千葉にある久米繊維の工場でミシンを動かしている電力は、長

野県飯田市の「おひさま太陽光発電所」でつくられている。市民出資でお金を集め、幼

稚園や保育園の屋根に発電装置をつくって、そこの電力を賄うと同時に売電している仕

組みを利用しているのだ。こういう仕組みは日本各地に起こっていて、太陽光発電だけ

なく風力発電もある。本当は下町でつくった電力を使いたいが、まだそういう仕組みが

ないため、今は「おひさま太陽光発電所」など、ほかの地域でつくられた自然エネルギ

ーを利用している。

環境に関して私の考え方が変わるきっかけになったのは、ある農家の方との出会いだ。

その方は、渡良瀬川流域で自然農法に取り組む町田さんという人だ。町田さんは、今は

ほとんどなくなってしまった和綿を、たった 40 粒の種から復活させようというプロジ

ェクトを始めて、私も参加させてもらっている。採算性が合わないプロジェクトだから、
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エコツアーで仲間を募り、みんなで種を一つずつポットに入れるところから始めたのだ。

綿の収穫時、ふつうは農薬をたくさん使って邪魔な葉っぱを落としてしまうが、私た

ちはそれが嫌なので、葉っぱが付いたまま手作業で収穫している。収穫された綿を天日

に干すと、1 週間ぐらいでフワフワになる。その後、ローラーのような機械を使って種

と綿を分け、紡績屋さんに頼んで糸にしてもらい、最終的に生地になる。

ここからが私たち久米繊維の仕事だ。グリーン電力を使い、40 粒の種が 4 〜 5 年か

けて 90 枚のＴシャツになった。アル・ゴア元副大統領が提唱する Live Earth の公式Ｔ

シャツにもなり、坂本龍一さんや絢香さんがサインをしてくれて、世界で 1 枚しかない

Ｔシャツができた。それを何とか渡良瀬の里山再生の資金源にしたいと、ヤフーのチャ

リティーオークションに出したところ 70 万で落札された。ほかの人には大して意味が

なくても、自分に価値があると思えばおカネを出す人がいる。これが 21 世紀型のビジ

ネスだ。モノがあふれている時代に、ただのモノでは誰も欲しがらない。そのモノがど

ういう思いでつくられたのかというコトが大切だということが分かった。

◉ネット時代だからこそ必要な現場感覚
ICT の活用に関しては、インターネットなどのツールが 10 年前と様変わりしている。

ブログを書こうが、ツイッターでつぶやこうが、ユーストリームで放送しようが、ほと

んどが無料というすごい時代になっている。信じられないくらい恵まれた時代に生まれ

た皆さんは、こうしたツールをどれぐらい活用しているだろうか。

証券会社勤務時代、私の上司が伝説のトップセールスマンと言われる人だった。その

人がいつも言っていたのが、「これから売り込みたい人の好きな本や映画、食べ物など、

個人的な好みがわかったら、営業は半分以上終わったのと同じだよ」ということだった。

当時はそれが難しいから、何度も接待ゴルフをしたり、まず受付嬢や秘書官と親しくな

る、といった手順を踏んでいたわけだ。ところが今は、例えば私のブログを見てもらっ

たら、そうした個人的なことも 5 分でわかる。

今や ICT はいつでも誰でも使える道具だ。ただしこうした道具も、通り一遍の使い

方をしていいては周りと同じ結果しか出せない。大切なのは、使う人の知・情・意の力

だ。

例えば「知」について言えば、ネット上にある情報はほとんど知識とは呼べない。先

ほどの町田さんのような達人と一緒に畑を耕すといった具合に、現場に行かないといけ

ない。多くの人は、これが圧倒的に欠けていると思う。

◉ 100 年後にも生きる地域のブランディング
最後に地元の話をしたい。墨田区は観光にほとんど力を入れてこなかったのだが、今、

スカイツリーが建設中で、何かが起こりそうな予感がしている。これが最初で最後のチ

ャンスかもしれないと誰もが思っている。そこで、私も発起人の 1 人となって墨田区観

光協会という一般社団法人をつくった。墨田ブランドをつくろうと思っているのだ。

好きなものを 1 年間ネット行商しようという授業を明治大学でやっているが、好きな

ものがないという学生が多い。残念なことだが、おそらく 8 割の人は何かをあきらめて

いて、こだわりというものがない。でも 2 割の人は違う。おじいさんやおばあさんがい

い趣味を持っているとか、お父さんやお母さんがオタクだったりして、その影響で自分

の好きなものを持っている。オタクは日本の宝だ。そういう人にウケるものをつくって

いると、外国人にも喜ばれることが多い。中小企業は、マスに目を向けるのをやめたほ
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うがいいと思う。

観光協会を始めて驚いたのは、墨田区の職人はカッコいい人ばかりということだ。で

も彼らの写真がない。そこで写真好きのシニアが集まる NPO に「職人ツアーやりま

せんか」と呼びかけたところ、あっという間に満員になった。70 歳近いようなおじい

さんが、本格的なズームレンズを持って街中を回ってくれた。「どうせ後継者もいなし、

俺たちの代で終わりだよ」という姿勢だった職人さんたちも、カメラを向けられると背

筋が段々伸びてきて、とてもステキな写真が撮れた。

特に私がやりたいのはスカイツリーに魂を入れることだ。昔から日本人は、シンボル

となる建物をつくるときには瓦に名前を入れてきた。スカイツリーでも、100 年後の子

孫に残すメッセージをプレートに刻んだり、自分の絵を寄付して飾ってもらう仕組みに

して、みんなの魂を入れるのだ。完成後に遊びに来た観光客も参加できるように、神社

に参拝したときに貼るような千社札を展望台にでも貼れるようにすれば、また 10 年後

に見に行きたくなるだろう。

このように、日本でこそつくり得るＴシャツを世界へ、未来の子どもたちへ残すとい

う事業を行いつつ、地域の人と一緒に墨田区をよくしよう、そして墨田でできたモデル

をオープンソース型で日本中に広めていこうと考えているところだ。

◆ 私が考える「サステナブルな社会」

安価な海外製品に押されて国産 T シャツメーカーは「絶滅危惧種」。でも日本だか

らこそつくれるＴシャツを世界へ、未来の子どもたちへ残すというオンリーワンの

事業を目指しつつ、地域の人と一緒に地元・墨田区を盛り上げ、墨田モデルをオー

プンソース型で日本中に広めていきたいと考えています。

◆ 次世代へのメッセージ

日本で今一番欠けているのは「何かやらなくては！」という意志の力です。近ごろ

の人は情が薄い。すごいと思う人を見つけたら、勝手に「師匠」と思って食いつい

ていけばいい。そして現場に身を置いてください。ネット上の知識は本物の「知」

ではありません。ICT など便利な世の中だからこそ、「知・情・意」の力が大切です。

◆ 受講生の講義レポートから

「あらゆることに興味を持ち、あらゆる人に出会ってみたいと思いました」

「久米さんは小さな経験の中にも感動を見いだし、心を動かされる方だという印象

を受けました。私もドキドキする気持ちや何かに夢中になる気持ち、感謝の気持ち

を大切にしたいと思いました」

「『いいモノにはいいお客さまが集まる』という体験談がとても印象的でした。情報

があふれる中で、どうしても大量に出回っているものが目についてしまいますが、

自分の肌で感じていないものばかりを追うのは何だか滑稽ですね」

「T シャツの素材のことを考えるなんて、お金のかかるエコが逆にビジネスになる

なんて、私の思っていた『常識』が覆されたような感覚です」
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◉パタゴニア誕生
ここでは、パタゴニアという企業がなぜビジネスをスタートしたのか、また、私たち

にとって大きな岐路となった過去の経営判断の例をご紹介したいと思います。また、そ

の過程で、どのようにしてミッション・ステートメント（理念）が出来上がり、現在、

その理念をベースとしてどのようなスタンスでビジネスを続けているのかについてもお

話しします。そのような内容を通じて、私たちがビジネスを続けている理由や、それが

どのように持続可能性と関係しているのかをお伝えすることができればと考えています。

事業の始まりは、ロッククライミングの愛好者でもあった創業者のイヴォン・シュ

イナードが、1950 年代の後半に「ピトン」を自らつくり始めたことです。イヴォンは

今年 72 歳になりますが、今も非常に元気で、年間の 3 分の 1 ぐらいはオフィスにいて、

残りは講演会や環境活動の現場に赴いたり、そうでないときにはフライフィッシングか

サーフィンを楽しんでいます。

「ピトン」とはロッククライミングの際に、岩の割れ目にハンマーで打ち込んで、そ

こにロープをかけて安全を確保するための道具です。当時のアメリカでは、ヨーロッパ

から輸入された軟鉄製のピトンが使われていましたが、花崗岩の多いアメリカの環境に

はあまり適していませんでした。その上、いったん打ち込むと抜けにくいため、たくさ

んのピトンを持っていかなくてはなりません。そこで、当時ボーイング社の飛行機のプ

ロペラにも使われていた鋼鉄に目をつけたイヴォンは、自分で鍛冶仕事を勉強して新し

いピトンをつくって販売し始めました。軟鉄製のものより値は張りましたが、繰り返し

使えるクロモリブデンという鋼鉄製のピトンは瞬く間にクライマーの間で評判になり、

70 年代初頭には、ニッチなマーケットであるとはいえ全米シェア 1 位を獲得するまで

に成長します。

ところが、ある日クライミングに出かけたイヴォンは、自分がつくったピトンの抜き

差しによって岩盤がボロボロに変形しているのを目の当たりにします。自分の商品がフ

ィールドを壊すのを見てショックを受けたイヴォンは、主力製品であったピトンの販売

から完全に撤退し、岩場を傷つけにくい新しい道具の開発に着手します。今度は、岩盤

にハンマーで打ち込む代わりに、割れ目の大きさに応じて手で押し込むように使う「チ

ョック」という道具です。ヨーロッパでは安全面で信頼性の低かったこの道具に改良を

重ねました。そして、イヴォンは仲間と共に、新たなピトンを打ち込むことなく、実勢

にヨセミテ国立公園にある「ハーフドーム」という難しい岩壁を登ってみせたのです。

その出来事を契機に、ピトンに代わるチョックに対しても顧客の支持を得て、ビジネス

は順調に成長します。この出来事は、パタゴニアが「利益」と「正しいこと」のどちら

を選択するのかを迫られた最初の決断でもありました。

◉ビジネスを手段に環境問題に取り組む
その後、70 年代後半以降、クライミングウェアを皮切りに次々に新しい素材を開発し、

さまざまなウェア類も手がけるようになりました。例えば、あまり知られていませんが、

今では市民権を得たフリースを最初に開発したのもパタゴニアです。

【 講師プロフィール 】

辻井隆行
（つじい たかゆき）
パタゴニア日本支社長
1999 年、パートタイムス
タッフとしてパタゴニア東
京・渋谷ストア勤務。2000
年に正社員として入社後、
パタゴニア鎌倉店舗スタッ
フを経て、マーケティン
グ部に異動。「プロセール
ス・プログラム」「アンバ
サダー・プログラム」など
の新規プロジェクトを立ち
上げる。その後、ホールセー
ル・ディレクター（卸売り
部門責任者）、副支社長を
歴任し、2009 年 3 月より
現職。

2010.08.30（月）開講第11回 パタゴニアが
ビジネスを続ける理由
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画期的な製品を投入し続けた 80 年代を通じて順調な成長を続けましたが、90 年代に

入るとアメリカの大不況の煽りを受けます。そして、当時 600 人いた従業員のうち 120

人をやむを得ず解雇するという経験をします。小さな企業ですから、従業員といえばイ

ヴォンのクライミング仲間や親戚など近しい人ばかりで、本当に苦しい選択でした。そ

のころイヴォンは、初めて外部の有名なコンサルタントにビジネスについて相談しま

す。そこで、「ビジネスを通じて環境問題を解決したい」と話したところ、「もし本当な

ら、今すぐビジネスを売却するべきだ」と言われ、ますます混乱したイヴォンは「自分

が何故ビジネスを続けているのか」という問いに改めて向き合うことになります。イヴ

ォンには、環境問題に関して何かをしなければならない、という確固たる信念がありま

した。実際に、既に 73 年には、本社のすぐ側を流れるベンチュラ・リバーを守る運動

に、部屋と電話を貸し出すという直接支援を行っていますし、85 年には売り上げの 1％

を草の根の環境団体に寄付する「環境税」を始めています。個別の寄付金額は決して多

額ではありませんが、現在では寄付総額は４,000 万ドルにのぼり、毎年、日本の団体を

含む 1,000 以上のグループに寄付を行っています。

そうした中、イヴォンは経営幹部十数名を連れて、南米パタゴニア地方の原野を訪

れ、テント生活をしながら「自分たちは何のためにビジネスをするのか」、「自分たちの

理念や存在意義は何なのか」について徹底的に議論しました。結局、ビジネスをたたむ

のではなく、それを手段として環境問題の解決に貢献しようという考えに行きつきます。

「最高の製品を作り、環境に与える不必要な悪影響を最小限に抑える。そして、ビジネ

スを手段として環境危機に警鐘を鳴らし、解決に向けて実行する」という現在のミッシ

ョン・ステートメントのベースとなるものが、ここから徐々に出来上がっていきます。

それ以降、あらゆる経営判断の際には、必ずミッションに立ち返ってビジネスを続けて

います。日本支社でも、例えばイベントの実施ひとつ取っても、それがミッションにど

う貢献するのかといった議論を行ったりします。

◉サプライチェーンを巻き込んだオーガニックへの転換
これまでご紹介した通り、企業として直接支援や金銭的援助は続けてきたものの、自

らが製造している製品自体の環境負荷については、まだまだ理解しきれていない部分が

ありました。そこで、1991 年には、製品に使用するポリエステル、ナイロン、コットン、

ウールの 4 つの繊維について、製造、運搬、製造、消費、廃棄までの各工程におけるフ

ットプリントを調査することにしました。

当たり前ですが、4 つの繊維すべてが環境に対して何らかの負荷をかけているという

結果が出ます。石油由来のポリエステルやナイロンの環境負荷が高いことはある程度想

像していましたが、特に衝撃的だったのは、比較的環境負荷が低いと考えていた天然繊

維であるコットンが、非常に大きなインパクトを環境に与えていることでした。

コットンの耕地面積は穀物全体が地球上で使用する面積のわずか 1 〜 3％程度と言わ

れていますが、その栽培には非常に多くの農薬や化学製品が使われていて、従事者にも

非常に悪い影響があることがわかりました。数多くの天敵から綿花を守るために大量の

殺虫剤を使う上、機械による収穫時に邪魔になる葉を落とすために人体への影響が非常

に大きいとされる枯れ葉剤すら使用します。このため、農業従事者は、テロ対策の特殊

部隊が使用するような毒ガス用マスクをつけなければならないほどでした。こうした現

状を知り、十分なオーガニック・コットンの流通量が不足しているためにコストが倍近

くに跳ね上がったり、全セールスの 20％を失うかも知れないというビジネス的なリス
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クがあるにもかかわらず、イヴォンや当時の経営幹部は農家やサプライチェーンを巻き

込んででもオーガニックに切り替えるという決断をします。

通常 3 年間は有機農法を継続しないと「オーガニック・コットン」という認証が得ら

れない上、人件費などのコストが高く、売れるという保障もないオーガニック農法に切

り替えることは、コットン農家にとって非常に大きなリスクを伴います。そこで、私

たちは「認証」を得ているかどうかは問題にせず、オーガニックに移行する意思さえ

あれば、サポートし続けることを約束して、農家にオーガニックへの転換を促しまし

た。私たち自身にとってもセールスの 20％がかかったプロジェクトであるにもかかわ

らず、「認証」にこだわらないという方針は、ある意味でリスクを伴うものでした。し

かし、私たちの目的は、いわゆる「グリーン・コンシューミング（「環境」を売りにし

た販売促進）」ではありませんでした。サプライチェーンと協力しながら、オーガニッ

ク・コットンの供給を増やすという目的に集中し、96 年には無事にすべてのコットン

製品を有機的に育てられた綿花によるものに切り替えることに成功します。

その結果、90 年代の不況も相まって 1 年目の売り上げは激減しました。しかし、幸

いなことに、翌年からは顧客の支持をいただくようになり、売り上げは回復します。オ

ーガニック・コットンへの転換は、それまでの品質の定義であった、着心地や耐久性、

色やデザインなどに加え、環境という視点が加わったことを強く認識した出来事でした。

その後、少しずつオーガニック・コットンに興味を持つ企業が増えていきます。その

中でもナイキは、担当者と一緒にテキサスの農家に視察に行ったり、生地のベンダーや

サプライチェーンを紹介するなどした結果、当時のコットン製品の 1％相当をオーガニ

ックに切り替えるという決断をします。当時も今も、ナイキのビジネス規模は私たちよ

りはるかに大きいため、農家のオーガニックへの切り替えを企業がサポートするという

観点から、1％といっても非常に大きな意味があります。

こうした出来事を通じて私たちが学んだことは、自分たちのビジネスの中で起きてい

ることを、顧客だけではなく同業他社などにも伝えることで、課題解決に向けてさまざ

まな影響を与えることができるということです。このような取り組みを根気強く続ける

ことは、最終的には資本主義のあり方を変えることにつながるのではないかと考えてい

ます。

◉ビジネスのあり方に一石を投じたい
他企業とのつながりの例をもう一つご紹介します。ウォールマートという企業があり

ます。ご存じの通り、“Everyday Low Price”というキャッチフレーズを掲げ、小売業

世界第 2 位にまで発展した大企業です。誤解を恐れずに言えば、大量に消費して、大量

に廃棄するという思想を推し進めた企業の代表選手と考えても良いかも知れません。し

かし 2005 年ごろ、オーナーや経営者は、オイルピークを始めとするさまざまな資源・

環境問題を知るにつれ、それまでのビジネススタイルを持続することは難しいと考える

ようになったそうです。

ちょうどそのころ、彼らの経営幹部 15 人がパタゴニア本社を訪れ、私たちは会社の

ミッション・ステートメントやビジネスの現状について紹介します。それまでウォール

マートでは、とにかく安いものをたくさん買い付けてくることがバイヤーの仕事だと見

なされていたそうですが、2008 年 10 月の社内会議で、サプライヤーの社会的な責任や

環境配慮、仕入れる製品に関する環境と人体への影響を徹底的に調べるよう求められた

そうです。
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今では“Save Money. Live Better”を掲げるウォールマートは、オーガニック・コ

ットン使用量は世界一ですし、（環境負荷が高いとされる）白熱電球が主流のアメリカ

市場において、積極的に（環境負荷がより低いとされる）電球型蛍光灯普及に努めてい

ます。ある試算によれば、この方針転換によって年間 6,000 万個以上もの白熱電球が節

約されるとも言われているそうです。

もちろん、このウォールマートの経営方針転換がパタゴニアの影響だけによるものだ

とは考えていませんが、彼らに何らかの影響を与えたことは事実です。パタゴニアとい

う小さな企業が、大きな湖に一石を投じることで、その波紋が広がり、やがて資本主義

のあり方そのものに影響を与えていくというのが、私たちがビジネスを通じて達成した

い目的のイメージです。

私たちにとって利益を上げることは、最終的なゴールではありません。しかし、逆説

的ですが、波紋を広げるには既存のビジネスのルールの中で、他企業が納得する結果を

出すこと、つまり利益を上げることが必要です。「環境に対して出来るだけ正しいこと

を行うという経営方針では利益は出ない」と思われては、他者に影響を与えることはで

きないと考えているからです。「環境問題を経営判断の重要な要素の一つにしても、き

ちんと利益が生まれる」という、小さいながらも堅実なビジネスモデルを示すこと。誤

解を恐れずに言えば、これが、私たちがビジネスを続けている理由です。その意味で、

通常であれば利益の最大化が唯一の目的であるビジネスという世界に、誠実さや正直さ、

環境配慮といった価値を持ち込みながら日々の経営を行うことは、非常に意義深い社会

実験だと言えるのかも知れません。
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◆ 私が考える「サステナブルな社会」

環境問題の根本的原因の多くは、人間の経済活動にあると言っても過言ではありま

せん。しかし、私自身も含めた地球上の多くの人々にとって、近代的な生き方を完

全に手放すことは現実的ではないように思います。だからこそ、社会全体が、「利

益の最大化」だけを目的とした経済活動からの脱却を真剣に考えることが急務であ

ると感じます。

◆ 次世代へのメッセージ

情報過多の社会と言われるようになって久しいですが、近年では、メディアの発展

によってますます多くの情報が氾濫するようになりました。そのような中で、自分

にとって必要な情報を見極め、価値のある、正しい情報を手に入れることが一段と

重要になっているように思います。それには、流行にではなく、自分の信念に、情

報の量ではなく、質にこだわることが大切なのではないかと感じます。

◆ 受講生の講義レポートから

「就職活動中の身として、企業を見る新たな視点をいただいて、自分の働き方、目

的、何を楽しむかを、改めて考えさせられています」

「ビジネスとエコの両立ではなく、エコのためのビジネスという姿勢が素晴らしい

と思いました」

「服を買うときは素材に着目するようにしていますが、その素材がどういう過程を

経ているかを考えたことはありませんでした。綿製品がいかに多くの環境負荷をか

けているかを知って驚きました」

「パタゴニアのビジネスモデルは世界にも影響を与えていくと思います。世界中の

企業が環境をベースにした基準で評価されるようになる日も、そう遠くないのでは

ないかと感じました」
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◉文化の違いを橋渡し
金�田：私は今、武田薬品工業の CSR 部門で働いているが、以前は大和証券グループ本

社で CSR 業務に携わっていた。大和証券には「ダイワ SRI ファンド」や「ダイワ・

エコファンド」という非常に社会性の高い商品があるのだが、こういったものを世に

出すからには、それに見合った形で企業市民活動も進めなくてはいけないという社風

があった。実はこのサステナビリティ・カレッジも「ダイワ・エコファンド」から生

まれている。今日は、「ダイワ SRI ファンド」から生まれた「ダイワ SRI ファンド助

成プログラム」をテーマに、このプログラムを協働で運営している市民社会創造ファ

ンドの神山さんと一緒に、企業と NGO とのパートナーシップ実践論について対談形

式でお伝えしたい。

神�山：市民社会創造ファンドは助成プログラムの運営を主な事業とし、企業や個人の篤

志家からの寄付の受け皿となって、資金面から NGO の活動をバックアップしている。

　�　私たちの活動の特徴は、企業と現場の NGO をつなぐ役割を担っている点にある。

社会の課題を解決するために、企業と NGO が双方の強みや弱みを補完することが大

切だが、企業と NGO が直接パートナーシップを組むのは難しい面もある。企業と

NGO はそもそも行動原理が違う。多少語弊があるが、企業は利潤を追求し、NGO は

採算よりも目前の課題に対する支援活動を重視しがちだ。さらにサイズやスピード感

も全然違う。企業は仕事を進めるスピードが非常に速い場合が多いのに対し、NGO

は人も設備も整っていないこともあり、企業のペースに遅れがちになる。このように、

文化がかなり違う両者の間に私たちが入り、異文化コミュニケーションの橋渡しをし

ている側面がある。

　�　私たちは企業や篤志家の方の志をお金という形でお預かりするわけだが、それをど

の団体にどのように使ってもらうのが最も効果的なのかを常に考えながら活動してい

る。社会で何が求められていてどこに課題があるのか、キーパーソンは誰かなど、日

ごろの情報収集と多くの方とのコミュニケーションやネットワークを通して、社会的

課題の「目利き」でありたいと努めている。

金�田：市民社会創造ファンドさんのような団体は「中間支援組織」と呼ばれている。さ

まざまな現場で素晴らしい活動をしている NGO があっても、企業からは分からない

【 講師プロフィール 】

神山邦子
（かみやま くにこ）
NPO 法人 市民社会創造
ファンド プログラム・オフィ
サー
大学卒業後、銀行・建築な
どの民間企業に勤務したの
ち、2002 年より市民社会創
造ファンド。企業や篤志家
からの寄付を NPO につな
ぐ助成金プログラムの立ち
上げ・運営に携わる。この
間、企業とのパートナーシッ
プによる社会貢献事業とし
て、「ダイワ SRI ファンド」
助成プログラムをはじめ、3
本の助成プログラムの立ち
上げ、５本の運営を行う。
 

金田晃一
（かねだ こういち）
武田薬品工業株式会社コー
ポレート・コミュニケーショ
ン部 CSR シニアマネジャー
ソニー渉外部で対欧州通
商政策、在京米国大使館経
済部で対日規制緩和を担当。
英国留学時に「多国籍企業
による人間開発」に関心を
持ち、帰国後、国際開発高
等教育機構他で開発論を学
ぶ。ブルームバーグテレビ
ジョンアナウンサーを経て、
ソニー（再入社）、大和証券
グループ本社、武田薬品工
業の 3 社で CSR の立上げに
携わる。

2010.09.24（金）開講第12回 企業と NGO との
パートナーシップ実践論
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ことも多い。どの NGO をサポートすれば、資金が適切に流れ、本当の成果につなが

るのかも分かりにくい。

　�　そこで、中間支援型のプロフェッショナルな組織が必要になってくる。市民社会創

造ファンドさんでは、スタッフの方だけでなく外部の専門家の経験や知恵も適宜お借

りしながらプログラムをつくることができる。このプログラムには、ドナーである大

和証券、中間支援 NPO である市民社会創造ファンド、現場で素晴らしい活動をして

いる個々の NGO、そしてそのサービスを受ける人たちと、多くのステークホルダー

がかかわっている。

神�山：「助成」とは一種の「寄付」の仕組みだが、厳密にいうと両者には違いがある。

通常の寄付であれば、企業から特定の団体に対して 1 対 1 の形で資金が提供される

が、助成金プログラムは 1 対多の関係で、一定のテーマに従って同時に複数に資金を

提供することが多い。この場合の資金は、NGO などに過去の実績などを評価して自

由に使ってもらってもよいということで単に「差し上げる」のではなく、助成金では

出し手の意思を反映させて、計画に基づいた活動に対して成果を期待する資金であり、

NGO に活動の機会を提供するという意味を持っている。

　�　また、単発で終わることもある寄付と違い、助成は年単位で長期にわたることも多

い。助成プログラムの場合、プログラム自体の認知度が高まり、一定の成果が現れて

くるまでの期間として、概ね 5 年が 1 つの区切りになるのではないかと思う。企業に

はこのぐらいの期間コミットしていただきたいという意味に加え、一方で社会は次々

と変化しており、プログラム立ち上げ時の社会背景や問題意識が数年先も変わらない

とは限らないことから、プログラム全体の見直しが必要という意味もある。

　�　やはり社会的なインパクトはなかなか見えにくく、本来じわじわと現れてくるもの

だと思う。助成プログラムでは、ある日ふと気づいてみると評価されていた、といっ

たこともあるものだ。助成期間終了後に何年も経ってから、サポートした NGO の活

躍を新聞などで見かけることもあり、「あのとき応援できてよかった」と思えるのも

醍醐味の 1 つだ。

◉人を大事にする助成のあり方
神�山：では、大和証券さんと行っている「ダイワ SRI ファンド」助成プログラムを事

例に、パートナーシップの形を具体的に説明しよう。

　�　まず両者の役割分担としては、大和証券さんは資金を提供し、市民社会創造ファン

ドは提供いただいた資金でプログラムの企画・運営を行っている。企画・運営の中身

は、助成プログラムつくり、助成先を選定していくプロセスを担い、さらに、プログ

ラムの開始から終了まで団体の活動をフォローし、最終的には大和さんに活動報告を

行うという流れである。

　�　このプログラムの狙いは NGO スタッフと組織の育成だ。一般に NGO は基盤が弱

く、スタッフもこれから専門性を伸ばしていかなくてはいけない段階にあることが多

い。しかし、人材育成に出資してくれる企業は非常に少ない。人の育成には時間がか

かるためだ。また、スタッフが「1.5 倍成長した」などと簡単には言えないため成果

も見えにくい。そうした中で、スタッフと組織の育成の重要さをご理解いただきご支

援いただけたのは、大和証券さんに人を大切にする社風があるからだろう。

　�　また、対象分野を「人間の安全保障」に設定した点も、企業として非常に英断だっ
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たと思う。子どもや環境関係には企業のお金が出やすいのだが、今回のような分野に

はなかなか出にくいという実感がある。

　�　人間の安全保障とは 10 年ほど前から国連が提唱している概念だ。グローバル化が

進み、国境を越えて人が移動したり、国内でも紛争が起こったりする中で、従来の国

家間の安全保障だけでなく、個人を対象とした人の“いのち”（生命・生活・尊厳）

の保護と自立支援に取り組む必要がある。日本国内においても、昨今の経済状況など

から困難な状況にいる人々が増えており、身近な人々のセーフティネットも考えてい

くべきだという問題意識が私たちにもあった。

　�　助成期間は 1 年間、助成額は上限 200 万円と設定して、年に 5 〜 6 団体を応援し、

これまで 15 団体、述べ 33 人のスタッフ育成に寄与してきた。

　�　その中から個別の助成先の事例を 1 つ紹介したい。医療通訳の派遣という事業を通

して、日本に住む外国人の医療支援や文化交流を行っている「多文化共生センターき

ょうと」という NGO がある。日本語を話せない外国籍の人は、言葉の壁があるため

具合が悪くても病院に行きたがらなかったり、行ったとしてもうまく症状を説明でき

ず、適切な治療が受けられないことが多い。

　�　そこで多文化共生センターきょうとでは、和歌山大学と協働で「エムキューブ」と

呼ばれる多言語医療受付支援システムを開発した。病院の受付でタッチパネル式のこ

の装置を使えば、多言語で表示される質問に答えるうちに、受診すべき科を絞ってく

れたり、受付や支払い方法などを教えてくれるシステムだ。

　�　助成プログラムでは、2007 〜 2008 年の 2 年間にわたって応援したが、助成により

この開発にボランティアとしてかかわっていた人を専従スタッフとして正式に雇用し

て、産官学民の協力プロジェクトの一員として重要な役割を果たした。先日会いに行

ったところ、すっかり立派な中堅スタッフになっていて、とてもうれしく思った。

　�　私たちはほかにも、いろいろな企業と組んだプログラムを展開している。お陰さま

で 2001 年から今年の 9 月現在で、総額 8 億 6,920 万円、合計 736 のプロジェクトを

応援してきたことになる。

◉表面化しにくい課題の解決を目指して
金�田：私のほうからは企業側の考え方をお話ししたい。こうしたプログラムを行うに

あたって、私はいつも「MRI」を考えている。Ｍというのは Mission「使命」、Ｒは

Response「対応」、Responsibility「責任」もここから来ている、そして、Ｉというの

は Interest「利益」だ。

　�　企業は、プログラムを生み出すきっかけとなる商品、およびプログラム自体で、い

かに社会に貢献できるか、すなわち、Ｍについて考える。また、社会的な課題やニー

ズをきちんとつかえまえ、それに対応しているかという視点も必要。それがＲにあた

る部分だ。さらに、そうした貢献よって企業にどういうメリットがあるかも併せて考

えなければならない。これがないと継続して活動できないからだ。市民社会創造ファ

ンドさんとのプログラムでは、きちんと説明責任に答える形で活動内容を報告しても

らえるため、今度は企業自身が CSR レポートや株主への事業報告などで、幅広いス

テークホルダーにも情報開示ができる。社会の課題やニーズにきっちり応えれば、例

えばレピュテーションという形などでメリットが戻ってくる。これがＩである。

　�　こうした MRI のバランスがうまく取れるような形でプログラムを進めるのが理想

的だ。そのために、企業が持つヒト・モノ・カネ・ノウハウ・ネットワークなど、さ
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まざまなリソースを組み合わせて、社会的課題にぶつけて具体的な成果を出すことが

求められているのだ。

　�　現在所属している武田薬品工業の話もさせていただきたい。実は武田でも市民社会

創造ファンドさんと組み、長期療養の子どもたちを支援する「タケダ・ウェルビーイ

ング・プログラム」を展開している。大人の患者さんに対するサポートはある程度あ

るが、子どもに関してはまだまだ課題が多い。社会的に重要でありながら、なかなか

表に出ていない問題で、困っている方が大勢いる領域だ。

　�　例えば、親の関心が病気のお子さんに集中しまうと、その兄弟・姉妹へのケアがど

うしても手薄になり、そうした子どもたちの生育環境や精神状態に大きな影響がある

という。また、入院中のお子さんがいる場合、家族はずっと病院に泊まるわけにはい

かず、病院の駐車場の車中で寝泊まりするケースも少なくない。もちろん、つらい治

療に耐えてがんばっている子どもたち自身に、いかに楽しい時間を提供するかも大き

な課題だ。

　�　武田のプログラムでは、こういった課題に取り組む団体に対して「計画型助成」と

いう形でサポートしている。どの団体にどういった支援をすれば課題解決に最も効果

的かを検討した上で、専門家の方々と一緒に支援すべき団体を選定するという、一般

公募とは違うプロセスを取っている。

神�山：長期的に入院している子どもがかなりいることを、私自身もこのプログラムにか

かわって初めて知った。成長段階にあり社会性も身につけなくてはいけない時期にあ

る子どもには、退院後に社会に戻っていくためのサポートも必要だといった課題もあ

る。

金�田：市民社会創造ファンドさんのような中間支援組織を通して、企業側からはなかな

か見えない社会的課題を現場の NGO の皆さんに教えてもらいながら、その課題にい

かに対処していくかが重要だ。ここに企業側から見た NGO とのパートナーシップの

意義があるのだろう。
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◆ 私が考える「サステナブルな社会」

グローバル化が進み、国境を越えて人が移動したり、国内でも紛争が起こったりす

る中では、従来の国家間の安全保障だけでは十分ではなく、個々の人間の視点から

の取り組みも必要で、日本国内においても身近な人々の「人間の安全保障」という

概念が大切だと思います。（神山）

◆ 次世代へのメッセージ

企業からは見えにくい社会の課題を現場の NGO に教わりながら、また NGO が必

要とする支援を企業が提供しながら、共に課題解決にあたるパートナーシップが必

要です。企業と NGO をうまくつないでくれる中間支援組織の力を借りながら、よ

り多くのパートナーシップが生まれればと思います。（金田）

◆ 受講生の講義レポートから

「私もファンドに投資していますが、これまでは利益を追求してきました。今後は

ファンドの内容まで把握して投資していきたいと思います」

「NGO/NPO も『仕事』にできる環境ができつつあることに喜びを感じました。公

共と行政の位置づけが変わりつつあるのだと実感しました」

「NPO と企業がコラボしやすいテーマ以外の深刻かつ重要なイシューに、もっと助

成金や支援が行き届くにはどうすればいいのか、もっと考えてみたいと思います」

「企業と NGO/NPO の中間のコンサル団体の必要性に気がつきました。企業の方か

ら市民社会創造ファンドに声がかかると聞き、資金を調達する側だけでなくドナー

からのニーズも多いことに驚きました」
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